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〈要旨〉 

朝日新聞社は2023年4月の統一地方選挙で実施された選挙のうち 5つの知事・市長選挙について、調査

会社が持つアクセスパネル（登録モニター）を対象にしたインターネット調査を実施した。ネット調査で

得られた各候補の調査支持率はＲＤＤ調査のものよりも選挙結果に近かった。ネット調査においては、日

本維新の会の支持率が高めに出る傾向があるため、予測にあたっては何らかの対策が必要となる。また、

ネット調査においても、現職候補の支持率が高めに出る傾向も確認された。引き続き、実験調査を重ねて

ネット調査の特徴を把握していく必要がある。 

The Asahi Shimbun conducted an online survey of the access panels (registered monitors) owned by a 
research firm for five of the gubernatorial and mayoral elections held in the April 2023 local elections. 
The survey support rate for each candidate obtained in the online survey was closer to the election 
results than those in the RDD survey. In the online surveys, support rate for the Japan Restoration 
Association tends to be higher than actual support rate, so some countermeasures are needed in 
forecasting. The online survey also showed a tendency for the incumbent candidate's support rate to be 
higher. More experimental surveys need to be conducted to better understand the characteristics of the 
online surveys. 
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開会あいさつ 

本日は世論・選挙調査研究大会にご参加いただき誠にありがとうございます。 

ご案内の通り、社会調査研究センターは、2009年4月に本学において社会調査士、

専門社会調査士の養成を行うとともに、自治体や企業からの依頼に応じ社会調査や

世論調査を行うことを目的に設立されました。2020年には、本センターのセンター

長である松本先生が積み重ねてきたノウハウを活かし、社会調査の設計から実施ま

でのコンサルティングに応じることを目的とした、本学発のベンチャー企業として

株式会社社会調査研究センターが発足しています。 

毎年開催してきました「世論・選挙調査研究大会」は、本年で 13回を数えることとなり、毎回、新しい

調査方法に関する発表が行われ、調査関係者のみなさまから大きな注目を頂戴してまいりました。今回は

「ポストＲＤＤ時代と選挙報道」というタイトルで、コロナ禍が終息したことを受けて、久しぶりに対面

方式を復活させ、オンラインでも同時配信を行うと聴いております。どうぞ活発なご議論をしていただけ

ればと存じます。 

 さて、誠に残念ではありますが、長年続けてまいりました本研究大会も、この13回をもちまして終了と

いうことになります。これまで、全国各地から参加し続けてくださったみなさまに、あらためて感謝申し

上げる次第です。加えて、多忙な業務を抱えているにもかかわらず、準備をいとわずに、ご報告を寄せて

くださった多くの報道機関ならびに調査会社の皆様方に対して、心からの感謝を申し述べたいと存じます。 

なお、株式会社社会調査研究センターは、引き続き本学を所在地として、調査業界における不可欠な存

在を目指してまいりますので、今後ともよろしくお願い申し上げまして私からの挨拶とさせて頂きます。 

重ねまして、本日のご参加に感謝申し上げます。 

埼玉大学 学長

 坂井 貴文 
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３．男女別、年代別構成比の比較 

 ネット調査の男女別構成比を、国勢調査による

実態構成比およびＲＤＤ調査の男女別構成比と比

較したものが図表4である。ネット調査は、いずれ

の選挙についても、男性の構成比が実態よりも多

くなっているのが特徴である。これに対して、ＲＤ

Ｄ調査は女性がやや多めの構成となっている。 

 次に、年代別構成比を比較したのが図表 5 であ

る。いずれの選挙でも18-29歳と70歳以上の構成

比が実態よりもかなり少なくなっている。30 代の

構成比は実態構成比に近いが、40代～60代は実態

構成比よりもかなり多く、ネット調査は中年層に

偏っている調査だといえる。一方、ＲＤＤ調査につ

いては 70歳以上に大きく偏っている。いまや 18-

29歳、30代の若年層に限らず、40代も十分補足で

きていない。 

 

４．選挙関心度の比較 

各知事選（市長選）に、どの程度関心があるか 3

択で質問した。その結果をネット調査とＲＤＤ調

査で比較したのが図表 6 である。大阪府知事選と

大阪市長選については、ネット調査とＲＤＤ調査

の間であまり大きな違いはなかった。しかし、奈良、

徳島、大分の各知事選については、「関心がない」

との回答がＲＤＤ調査よりもネット調査で多めと

なっている。「大いに関心がある」については、徳
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図表５．年代別構成比の比較 
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１. はじめに 

朝日新聞社は2021年衆院選の情勢調査から、調

査会社のアクセスパネル（登録モニター）を使った

インターネット調査を導入した。続く2022年参院

選においても同じ調査方法で情勢調査を実施し、

両選挙とも予測を成功裏に終えることができた

(江口 2022)。しかし、今のところネット調査の導

入は国政選挙における情勢調査に限っており、知

事選など地方選挙の情勢調査については、引き続

き固定電話のみを対象にしたＲＤＤ方式の電話調

査（以下、ＲＤＤ調査）で実施している。 

固定電話の普及率は下降の一途である。総務省

の令和 5 年版情報通信白書によれば、固定電話の

加入契約者数は 2011 年度末時点で 5691 万契約だ

ったが、2022年 12月末時点では 5111万契約まで

減少している。また、減少速度が年々増している傾

向も確認できる。こうした固定電話調査のカバレ

ッジ悪化への対処は急務であろう。全国世論調査

においては、携帯電話も対象に含めることでこの

問題に対処している。しかし、地方選挙の場合、特

定の地域のみが調査対象となるため、番号に地域

情報を持たない携帯電話を対象に含めるのは難し

いのが実情である。 

 

 

また、電話調査においては、特殊詐欺や連続強盗

といった犯罪行為の横行により、回収率が低下す

る状況に陥っている点も大きな問題である。犯人

たちは、世論調査を装った電話をかけて、家族構成

や貯金額、年収などといった情報を聞き出し、犯行

のターゲットを選定していたという。こうした犯

罪の被害にあわないようにしようと思えば、「知ら

ない相手からの電話に出ない」というのが、いちば

ん簡単な対処法となる。まじめに調査に取り組む

関係者にとっては、大変迷惑な話であるが、固定電

話ＲＤＤ調査の限界は確実に近付いてきている。 

こうした状況を鑑み、地方選挙情勢調査におい

てもインターネット調査を代替手段として検討す

るため、朝日新聞社は2023年4月に行われた統一

地方選挙を機会として実験調査を実施した。本稿

はその結果を紹介するとともに、ネット調査によ

る地方選情勢調査の可能性を検討するものである。 

 

２．調査設計 

 統一地方選の前半戦（4/9投開票）で実施される

選挙のうち、大阪府、奈良県、徳島県、大分県の各

知事選と大阪市長選の 5 選挙を対象にネット調査

を実施した。国政選挙における情勢調査と同様に、

インテージ、クロスマーケティング、マクロミル、

楽天インサイト（五十音順）の4社に委託し、各社

の登録モニターを対象に調査した。有効目標数は、

いずれの選挙についても各社 300件、4社あわせて

1200件に設定した。調査対象者の選定においては、

性別や年齢別の構成比による割り付けは行わず、

モニターから無作為に抽出するよう依頼した。た

だし、大阪府知事選調査と大阪市長選調査におい

ては、同じ人が対象に選ばれないよう調整を行っ

た。調査日程は 3/31（金）、4/1（土）の 2日間と

した。分析は 4 社のデータを単純に合算したもの

を基に行う。4社合計の有効回答数は図表 2に示し

た。また、選挙結果だけでなく、ほぼ同日程で実施

した固定電話のみ対象のＲＤＤ調査の結果とも比

較しながらネット調査の結果を評価する。ＲＤＤ

調査の日程や有効数などの情報は図表 3 のとおり

である。 
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図表１．固定電話の加入契約者数の推移 

出典：「令和5年版情報通信白書」（総務省） 

大阪府 奈良県 徳島県 大分県 大阪市

調査日程

有効目標数

用意番号数 5767件 5651件 5574件 5087件 6569件

有権者確認 1374件 1596件 1476件 1474件 1069件

有効数 772件 858件 881件 901件 604件

回答率 56% 54% 60% 61% 57%

４／１（土）、２（日）の２日間

1000件

図表３．ＲＤＤ調査の日程、有効数など 

大阪府 奈良県 徳島県 大分県 大阪市

調査日程

有効目標数

有効数 1241件 1243件 1231件 1237件 1241件

３／３１（金）、４／１（土）の２日間

1200件（４社計）

図表２．インターネット調査の日程、有効数など 
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はその結果を紹介するとともに、ネット調査によ

る地方選情勢調査の可能性を検討するものである。 

 

２．調査設計 

 統一地方選の前半戦（4/9投開票）で実施される

選挙のうち、大阪府、奈良県、徳島県、大分県の各

知事選と大阪市長選の 5 選挙を対象にネット調査

を実施した。国政選挙における情勢調査と同様に、

インテージ、クロスマーケティング、マクロミル、

楽天インサイト（五十音順）の4社に委託し、各社

の登録モニターを対象に調査した。有効目標数は、

いずれの選挙についても各社300件、4社あわせて

1200件に設定した。調査対象者の選定においては、

性別や年齢別の構成比による割り付けは行わず、

モニターから無作為に抽出するよう依頼した。た

だし、大阪府知事選調査と大阪市長選調査におい

ては、同じ人が対象に選ばれないよう調整を行っ

た。調査日程は 3/31（金）、4/1（土）の 2日間と

した。分析は 4 社のデータを単純に合算したもの

を基に行う。4社合計の有効回答数は図表2に示し

た。また、選挙結果だけでなく、ほぼ同日程で実施

した固定電話のみ対象のＲＤＤ調査の結果とも比

較しながらネット調査の結果を評価する。ＲＤＤ

調査の日程や有効数などの情報は図表 3 のとおり

である。 
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図表１．固定電話の加入契約者数の推移 

出典：「令和5年版情報通信白書」（総務省） 

大阪府 奈良県 徳島県 大分県 大阪市

調査日程

有効目標数

用意番号数 5767件 5651件 5574件 5087件 6569件

有権者確認 1374件 1596件 1476件 1474件 1069件

有効数 772件 858件 881件 901件 604件

回答率 56% 54% 60% 61% 57%

４／１（土）、２（日）の２日間

1000件

図表３．ＲＤＤ調査の日程、有効数など 

大阪府 奈良県 徳島県 大分県 大阪市

調査日程

有効目標数

有効数 1241件 1243件 1231件 1237件 1241件

３／３１（金）、４／１（土）の２日間

1200件（４社計）

図表２．インターネット調査の日程、有効数など 
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図表８．名挙げ率の比較 
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図表７．政党支持率の比較 
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島、大分ではＲＤＤ調査よりネット調査の方が少

なくなっているが、奈良では逆にネット調査で多

めとなった。選挙関心度については、ネット調査に

一貫したＲＤＤ調査との違いはみられなかった。 

 

５．政党支持率の比較 

ネット調査とＲＤＤ調査の政党支持率を比較し

たのが図表7である。政党支持率は、「あなたはい

ま、どの政党を支持していますか」と質問。ネット

調査は自記式調査であるため、調査対象者に政党

名が選択肢として提示される状態となるが、ＲＤ

Ｄ調査においては政党名を読み上げない自由回答

形式で聴取している。こうした方法（モード）の違

いが原因なのかは不明であるが、ＲＤＤ調査に比

べてネット調査は、自民支持率が低めに、維新支持

率が高めになる傾向がみられる。また、それほど大

きな違いではないが、公明支持率がやや少なめに、

れいわ支持率がやや高めに出る傾向もみられた。

こうした傾向は、21年衆院選、22年参院選で実施

したネット調査でも確認されている。 

 

６．名挙げ率の比較 

投票先を聞く質問で、投票先を回答した人の割

合を「名挙げ率」と呼ぶ。ここでは、ネット調査と

ＲＤＤ調査の間で名挙げ率に差があるのか確認す

る。各選挙の名挙げ率を図表 8に示した。ネット調

査の名挙げ率は大阪市で 31％と低いが、ＲＤＤ調

査でも34％と同水準であるため、「ネット調査であ

ること」が要因で低くなっている訳ではないよう

だ。他の選挙の名挙げ率は、おおむね 5～6割とな

っている。ＲＤＤ調査よりも、やや低めなところも

あるが、それほど大きな違いはみられなかった。21

年衆院選、22年参院選で実施したネット調査でも、

名挙げ率は5～6割程度と同じ水準だった。 

 

７．調査支持率の比較 

 今回のネット調査で得られた各候補の調査支持

率を、選挙結果などと比較しながら評価する。 

 

7-1．大阪府知事選 

 

 大阪維新の会の現職・吉村が大きくリードする

「無風」状態だった。調査支持率が選挙結果よりも

かなり高めに外れているが、当落判定の判断に影

響するものではない。2位以下の順位についても結

果に一致している。 

 

7-2．奈良県知事選 

 

 当選した維新・山下の調査支持率は、選挙結果に

ほぼ一致しており、他候補の順位も結果に一致し

ている。しかし、対抗馬だった平木の支持率が選挙

結果よりも低く出ている。また、現職・荒井の支持

率は、選挙結果よりもやや高めに出ている。 
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図表６．選挙関心度の比較 

支持率 順位 得票率 順位

1 谷口　真由美 無所 新 48 8.2 2 13.2 2 -5.0
2 吉野　敏明 参政 新 55 1.8 4 3.5 4 -1.7
3 辰巳　孝太郎 無所 新 46 5.7 3 8.0 3 -2.3
4 吉村　洋文 大維 現 47 83.0 1 73.7 1 +9.3
5 稲垣　秀哉 無所 新 53 0.6 5 0.7 6 -0.0
6 佐藤　さやか 政女 新 34 0.6 5 1.0 5 -0.3

選挙結果
誤差

届け

出順
候補者名 政党

経

歴
年齢

調査結果

支持率 順位 得票率 順位

1 山下　真 維新 新 54 46.4 1 44.4 1 +2.0
2 平木　省 無所 新 48 25.7 2 32.8 2 -7.1
3 尾口　五三 無所 新 72 3.1 4 3.3 4 -0.2
4 荒井　正吾 無所 現 78 19.8 3 16.2 3 +3.6
5 西口　伸子 無所 新 68 2.9 5 2.2 5 +0.7
6 羽多野　貴至 無所 新 43 2.2 6 1.1 6 +1.0

届け

出順
候補者名 政党

経

歴
年齢

調査結果 選挙結果
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図表８．名挙げ率の比較 
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図表７．政党支持率の比較 
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島、大分ではＲＤＤ調査よりネット調査の方が少

なくなっているが、奈良では逆にネット調査で多

めとなった。選挙関心度については、ネット調査に

一貫したＲＤＤ調査との違いはみられなかった。 

 

５．政党支持率の比較 

ネット調査とＲＤＤ調査の政党支持率を比較し

たのが図表7である。政党支持率は、「あなたはい

ま、どの政党を支持していますか」と質問。ネット

調査は自記式調査であるため、調査対象者に政党

名が選択肢として提示される状態となるが、ＲＤ

Ｄ調査においては政党名を読み上げない自由回答

形式で聴取している。こうした方法（モード）の違

いが原因なのかは不明であるが、ＲＤＤ調査に比

べてネット調査は、自民支持率が低めに、維新支持

率が高めになる傾向がみられる。また、それほど大

きな違いではないが、公明支持率がやや少なめに、

れいわ支持率がやや高めに出る傾向もみられた。

こうした傾向は、21年衆院選、22年参院選で実施

したネット調査でも確認されている。 

 

６．名挙げ率の比較 

投票先を聞く質問で、投票先を回答した人の割

合を「名挙げ率」と呼ぶ。ここでは、ネット調査と

ＲＤＤ調査の間で名挙げ率に差があるのか確認す

る。各選挙の名挙げ率を図表8に示した。ネット調

査の名挙げ率は大阪市で 31％と低いが、ＲＤＤ調

査でも34％と同水準であるため、「ネット調査であ

ること」が要因で低くなっている訳ではないよう

だ。他の選挙の名挙げ率は、おおむね 5～6割とな

っている。ＲＤＤ調査よりも、やや低めなところも

あるが、それほど大きな違いはみられなかった。21

年衆院選、22年参院選で実施したネット調査でも、

名挙げ率は5～6割程度と同じ水準だった。 

 

７．調査支持率の比較 

 今回のネット調査で得られた各候補の調査支持

率を、選挙結果などと比較しながら評価する。 

 

7-1．大阪府知事選 

 

 大阪維新の会の現職・吉村が大きくリードする

「無風」状態だった。調査支持率が選挙結果よりも

かなり高めに外れているが、当落判定の判断に影

響するものではない。2位以下の順位についても結

果に一致している。 

 

7-2．奈良県知事選 

 

 当選した維新・山下の調査支持率は、選挙結果に

ほぼ一致しており、他候補の順位も結果に一致し

ている。しかし、対抗馬だった平木の支持率が選挙

結果よりも低く出ている。また、現職・荒井の支持

率は、選挙結果よりもやや高めに出ている。 

32

35

49

49

19

16

ネット調査

RDD調査

●大阪府 大いに関心 少しは関心
関心はない

37

31

43

56

19

13

ネット調査

RDD調査

●奈良県 大いに関心 少しは関心
関心はない

36

42

42

47

22

11

ネット調査

RDD調査

●徳島県 大いに関心 少しは関心
関心はない

28

37

47

52

25

11

ネット調査

RDD調査

●大分県 大いに関心 少しは関心
関心はない

36

34

44

44

20

21

ネット調査

RDD調査

●大阪市 大いに関心 少しは関心
関心はない

図表６．選挙関心度の比較 

支持率 順位 得票率 順位

1 谷口　真由美 無所 新 48 8.2 2 13.2 2 -5.0
2 吉野　敏明 参政 新 55 1.8 4 3.5 4 -1.7
3 辰巳　孝太郎 無所 新 46 5.7 3 8.0 3 -2.3
4 吉村　洋文 大維 現 47 83.0 1 73.7 1 +9.3
5 稲垣　秀哉 無所 新 53 0.6 5 0.7 6 -0.0
6 佐藤　さやか 政女 新 34 0.6 5 1.0 5 -0.3
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支持率 順位 得票率 順位

1 山下　真 維新 新 54 46.4 1 44.4 1 +2.0
2 平木　省 無所 新 48 25.7 2 32.8 2 -7.1
3 尾口　五三 無所 新 72 3.1 4 3.3 4 -0.2
4 荒井　正吾 無所 現 78 19.8 3 16.2 3 +3.6
5 西口　伸子 無所 新 68 2.9 5 2.2 5 +0.7
6 羽多野　貴至 無所 新 43 2.2 6 1.1 6 +1.0
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 誤差の出方（高めに外れるか、低めに外れるか）

について、ネット調査とＲＤＤ調査で違いがある

のか確認する。図表11は、各候補の誤差をプロッ

トしており、ネット調査の誤差を基準に並べてい

る。全体としてみると、ネット調査で高めに外れて

いる候補は、ＲＤＤ調査でも高めに、逆にネット調

査で低めに外れている候補はＲＤＤ調査でも低め

に出ている傾向はみられる。ただ、細かくみるとネ

ット調査とＲＤＤ調査で誤差の出方が逆になって

いるケースもあった。具体的には、奈良県知事選の

維新・山下で、ネット調査では+2.0 ポイントだっ

たが、ＲＤＤ調査では-9.4 ポイントと低めに外れ

ていた。また、大阪市長選の大阪維新・横山の誤差

は、ネット調査では-1.8 ポイントだったが、ＲＤ

Ｄ調査では-9.5 ポイントと、誤差の方向は同じで

はあるものの違いが大きかった。 

 

８．維新バイアスについて 

第 5 項で確認したように、ネット調査では維新

の支持率がＲＤＤ調査よりも高めに出る傾向があ

る。21年衆院選や22年参院選で実施したネット調

査でも、維新候補の調査支持率は高めに出る傾向

が確認された。21 年衆院選調査では最大で+13 ポ

イント、22 年参院選調査では最大+11 ポイントの

誤差が出ている。このように維新候補の調査支持

率が高めに出る傾向を本稿では「維新バイアス」と

呼ぶことにする。 

 衆院選および参院選の情勢調査では、維新バイ

アスが出ることを前提とし、並行実施する電話調

査データで補正することでこれを抑える対応をと

っている。しかし、今回のような地方選挙の情勢調

査の場合、並行して電話調査を実施することは、調

査費用の面などから考えると現実的ではない。別

の補正方法を検討するか、そもそもバイアスが出

ないような工夫を検討する必要がある。 

 そうした工夫を検討するにあたり、22 年参院選

における事例が役に立つのではないかと考えた。

この参院選では、政治団体「維新政党・新風」がい

くつかの選挙区で候補者を擁立した。序盤調査で

は、候補者の所属政党を「維新政党・新風」と正式

名称を表記するかたちで調査を実施した。すると、

維新政党・新風候補の調査支持率の誤差は、平均で

+2ポイント、最大で+5ポイントと、結果よりもや

や高めに外れる傾向がみられた。当時は選挙結果

が出る前であったが、事前に想定していたよりも

支持が高めに出ていたため、回答者が「日本維新の

会」の候補だと勘違いして選択されている可能性

があるのではないかと考えた。そこで、終盤調査で

は「新風」に表記を変更して実施したところ、維新

政党・新風候補の平均誤差は-1 ポイントほどとな

り、誤差を抑えることができた。 

こうした経験から、調査票の中で「維新」という

単語を使わないことで、維新バイアスを抑えるこ

とができるのではないかと考えたのである。今回、

大阪府知事選、奈良県知事選、大阪市長選の 3選挙

で維新が候補者を擁立した。いずれの調査につい

ても、「維新」という単語を表記しないかたちで調

査を実施することにした。具体的には、大阪府知事

選においては「吉村 洋文（いまの知事）」、奈良県

知事選では「山下 真（前・生駒市長）」、大阪市長

選では「横山 英幸（前・大阪府議）」と所属政党

ではない肩書を表記した。 

 

 

 

 

 

 

 

 今回の調査における維新候補の誤差をまとめた

のが図表12である。吉村に大きな誤差が発生して

いるが、これは維新バイアスではなく、後述する現

職バイアスであると考えられる。他 2 候補につい

ては、それぞれ±2ポイント程度と大きな誤差は出

ておらず、バイアスを抑制できている。 

 

９．現職バイアスについて 

 今回の調査対象の選挙のうち、大阪府知事選、奈

良県知事選、徳島県知事選の3知事選では、現職が

立候補している。ＲＤＤ調査においては、現職候補

の調査支持率が高めに出る傾向、いわゆる「現職バ

イアス」が存在している。図表13に各現職候補の

誤差をまとめた。ＲＤＤ調査では+10ポイント前後

の誤差が発生していることがわかる。ネット調査

についても、ＲＤＤ調査よりもやや小さめではあ
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7-3．徳島県知事選 

 

 当選した後藤田の調査支持率は、選挙結果に一

致している。しかし、現職・飯泉の調査支持率は選

挙結果よりも高めに、三木の調査支持率は低めに

出ており、順位が結果と異なっている。 

7-4．大分県知事選 

 

 佐藤と安達の一騎打ちの構図。佐藤がリードし、

安達が追うかたちとなった。調査支持率は結果に

ほぼ一致している。 

7-5．大阪市長選 

 

 大阪維新・横山がリードし、北野が追うかたちと

なった。北野の調査支持率がやや高めに出ている

ものの、選挙結果に近い。下位の順位も結果と一致

している。 

7-6．調査支持率の精度比較 

 ここまで選挙ごとに結果をみてきたが、全体と

して調査支持率の精度はどうだったのか。ＲＤＤ

調査の結果とも比較しつつ評価する。図表 9 はネ

ット調査による各候補の調査支持率と選挙結果の

散布図である。45 度線の周囲に分布しており、総

じて選挙結果に近い調査支持率が得られていたこ

とがわかる。一方、図表10はＲＤＤ調査による調

査支持率と選挙結果の散布図である。図表 9 と比

較すると、ＲＤＤ調査よりもネット調査の方が誤

差は小さかったことがわかる。ただ、ＲＤＤ調査は

回収状況が思わしくなく、ネット調査よりも有効

票数が少なくなっているため、単純比較には留意

が必要である。 
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は、ネット調査では-1.8 ポイントだったが、ＲＤ

Ｄ調査では-9.5 ポイントと、誤差の方向は同じで

はあるものの違いが大きかった。 
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査の場合、並行して電話調査を実施することは、調

査費用の面などから考えると現実的ではない。別

の補正方法を検討するか、そもそもバイアスが出

ないような工夫を検討する必要がある。 
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この参院選では、政治団体「維新政党・新風」がい

くつかの選挙区で候補者を擁立した。序盤調査で

は、候補者の所属政党を「維新政党・新風」と正式

名称を表記するかたちで調査を実施した。すると、

維新政党・新風候補の調査支持率の誤差は、平均で

+2ポイント、最大で+5ポイントと、結果よりもや

や高めに外れる傾向がみられた。当時は選挙結果

が出る前であったが、事前に想定していたよりも

支持が高めに出ていたため、回答者が「日本維新の

会」の候補だと勘違いして選択されている可能性

があるのではないかと考えた。そこで、終盤調査で

は「新風」に表記を変更して実施したところ、維新

政党・新風候補の平均誤差は-1 ポイントほどとな

り、誤差を抑えることができた。 

こうした経験から、調査票の中で「維新」という
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とができるのではないかと考えたのである。今回、
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で維新が候補者を擁立した。いずれの調査につい

ても、「維新」という単語を表記しないかたちで調

査を実施することにした。具体的には、大阪府知事

選においては「吉村 洋文（いまの知事）」、奈良県

知事選では「山下 真（前・生駒市長）」、大阪市長

選では「横山 英幸（前・大阪府議）」と所属政党
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2022年参議院選挙におけるインターネット調査と予測手法の検討 

Internet Survey and Prediction Method for the 2022 House of Councillors Election 
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〈要旨〉 

読売新聞社とＩＴ大手ヤフー（現ＬＩＮＥヤフー）は 2022 年参議院選挙において、インターネットを

通じた情勢調査を試験的に実施した。16選挙区で実施した調査データを基にＭＲＰ(Multilevel Regression 

and Poststratification)を適用し、候補者の得票率を予測したところ、予測値と得票率の平均絶対誤差に

一定の改善がみられた。 

 

 

The Yomiuri Shimbun and Yahoo corp. (Line Yahoo) conducted an experimental internet survey for the 2022 
House of Councillors election. Multilevel Regression and Poststratification (MRP) was applied to the survey data 
collected in 16 electoral districts and the results showed a certain improvement in the mean absolute error 
between the predictions and the share of the vote of the candidates.  
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るが、いずれも高めに外れている。19 年山梨県知

事選で実施したネット調査でも、現職候補の調査

支持率が結果よりも+4.9 ポイント高めに出ていた

（江口2019）。ネット調査でもＲＤＤ調査と同様に

現職バイアスが発生するようだ。予測にあたって

は、こちらへの対応も検討する必要がある。 

 

10. 今後の課題 

調査に基づいて選挙予測を行うにあたっては、

その基となる調査データの“クセ”を把握する必要

がある。無作為抽出調査であるＲＤＤ調査にもさ

まざまなクセがある。ネット調査を使う場合でも、

同じようにそのクセを把握する努力が必要である。

本稿では、その具体例として「維新バイアス」や「現

職バイアス」を取り上げた。維新バイアスについて

は、今回提案した方法で回避できる可能性はある

が、問題がないか引き続き検証する必要がある。ま

た、現職バイアスについても同様に事例を積み上

げながら傾向を把握していくべきである。地方選

挙においても、地道に実験調査を重ねて、ネット調

査データの特徴を把握し、コントロールしていく

しかない。 

（朝日新聞社世論調査部） 
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